　
Ｈ23年3月
Ⅰ　学校配置計画策定の趣旨
岩国市の小中学校の適正な学校規模や学校配置に向けての基本的な考え方を定めた「岩国市立学校適正規模適正配置に関する基本方針」（平成21年2月策定）に基づき、学校配置計画を策定するものである。
　　　本計画は、より良い教育環境の確保を目指し、学校規模と学校配置の両面から検討を加え、学校の適正化を図ることにより、さまざまな教育課題の改善に取り組むものである。
Ⅱ　学校配置計画の策定について

１　学校配置計画の検討方法　　
「岩国市立学校適正規模適正配置に関する基本方針」より抜粋

⑴　学校の設置状況

　　小学校の分布：学校を中心に通学範囲を半径３㎞の通学距離（徒歩）とした分布
　　中学校の分布：学校を中心に通学範囲を半径６㎞の通学距離（自転車を含む。）とした分布
　　　　　　　　この設置状況から、次のような区分を行う。
Ａ地域：適正規模以外の学校が集中する地域（3校以上の通学範囲が重なる地域）
Ｂ地域：適正規模以外の学校が分散する地域（2校の通学範囲が重なる又は接する地域）
Ｃ地域：適正規模以外の学校が点在する地域（通学範囲が重ならない地域）
⑵　区分ごとの検討方法について

　ア　適正規模以外の学校（小学校：11学級以下、中学校：８学級以下の学校）

適正規模以外の学校に係る適正な学校配置については、⑴の区分ごとに検討を行うものとする。
Ａ地域の適正な学校配置　　　　　　　 
Ａ地域の適正な学校配置については、枠組みを設け、学校の統合（必要に応じ通学区域の見直し）を検討する。
Ｂ地域の適正な学校配置
Ｂ地域の適正な学校配置については、隣接する学校規模により、次の方法を検討する。
①　隣接する学校が適正規模以外の場合：学校の統合
　　②　隣接する学校が、適正規模（小学校：12学級から18学級まで、中学校：９学級から18学級までの学校）の場合：学校の統合
　　③　隣接する学校が、適正規模以外（小中学校ともに19学級以上）の場合：通学区域の見直し
Ｃ地域の適正な学校配置
　　　　Ｃ地域の適正な学校配置については、通学方法の検討も含めた統合を検討する。
イ　適正規模以外の学校（小中学校：19学級以上の学校）

　　19学級以上の規模を有する学校については、隣接する学校との通学区域の見直しをもって、適正な学校配置を検討する。

「岩国市立学校適正規模適正配置に関する基本方針」より抜粋

　⑴　学校規模と学校配置について

適正な学校規模と適正な学校配置を検討するに当たっては、次の事項を考慮する。

1 学校規模の確保又は学校配置のどちらかを優先するものとし、適正化を図る場合には、次の学校については、地理的状況（気象条件や交通事情等を含む。）を考慮した上で、決定する。

・　離島や山間部等に設置する学校
・　安全かつ適正な遠距離通学が確保できない学校
2 通学区域については、行政区や自治会等地域のつながりを考慮する。

・　距離的な近さだけでなく、地域のつながりも重視する。
・　統合等を実施する場合は、新しい地域コミュニティづくりも検討する。

③　小学校と中学校の連携を考慮する。
　　・　中学校の通学区域を設定する場合は、区域内の小学校の通学区域も検討する。
　　④　中学校については、高等学校との連携も考慮する。

　「岩国市立学校適正規模適正配置に関する基本方針」より抜粋
⑵　保護者や地域との連携及び協力

保護者や地域住民、学校関係者等に適時情報を提供し、十分な説明や協議を行うとともに、理解や協力を求め、進めるものとする。

　　適正な学校配置を行うため、対象校間の保護者や地域住民を対象に説明会を開催し、適正配置への理解を求める。また、合意形成を図る上で、広範な住民意見の把握や十分な協議を行うため、対象校等で「学校配置検討協議会」等の設置を図るなど、円滑な適正配置計画の推進に努める。
　　原則として、次の手順で行うものとする。
【学校・地域説明会】
１　対象者：学校、保護者及び地域住民の代表者等
２　内容：学校の適正規模適正配置に関する基本的な考え方

【学校配置検討協議会】

１　構成：自治会代表、小中学校保護者会代表（PTAなど）、地域の青少年育成関係団体代表、学校評議員会代表、学校ボランティア団体代表、その他学校教育を考える当たり必要と認められる者、教育委員会
　　　２　検討事項：教育環境の向上を目指した地域の教育環境のあり方について協議・検討を行い、方向性を決定する。
【学校づくり検討協議会】

　　　１　構成：学校関係者（校長・教頭・教務主任など）、保護者代表、地元代表及び教育委員会
　　　２　検討事項：「新しい学校づくり」を円滑に実現するため、さまざまな課題を検討し、準備を行う。
　　　　　　　　　　《校名・教育目標・学校運営、学校施設整備、学校間の交流、安全な通学対策、跡地利用等について検討》
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　４　学校配置に向けてのスケジュール　
教育環境の向上を図るためには、適正な学校配置を着実かつ計画的に推進する必要がある。このことから、Ⅱの１・２の方針及び保護者等の意見に基づき、適正化の方向性を次のとおり設定し、計画期間を平成23年度から平成30年度までとし、合意形成が図られた学校から、適正化を推進するとともに、地域の実情等を勘案し、適正化の検討を行うものとする。
なお、学校施設の耐震化や老朽化対策において、これらの改築、大規模改修等を要する場合についても、適正化の方向性とあわせ検討を行う。
　　　これら適正化を推進及び検討するため、Ⅱの３の進め方により対象地域において広範な住民意見の把握や十分な協議を行い、合意形成を図り、方向性を決定する。
【適正化の方向性】

１　小学校において、５学級以下の学級規模の学校及び今後の児童数推計により、将来５学級以下の学級規模となると見込まれる学校について、適正化を推進する。
このことにより、次の小学校における近接小学校等との統合についての協議を行う。
・小瀬小学校　・杭名小学校　・天尾小学校　・河内小学校　・柱野小学校　
・由西小学校　・神東小学校　・祖生東小学校　・祖生西小学校　・中田小学校
・川上小学校　・米川小学校　・修成小学校　・周北小学校
２　学校施設の耐震診断実施により耐震度が極めて低く、将来において、改築、大規模改修等が必要と見込まれる学校で学校距離間が近接する場合について、適正化を検討する。

このことにより、玖珂小学校と玖珂中央小学校との統合についての協議を行う。
３　中学校において、現在３学級の学級規模の学校で、今後の生徒数推計により、将来、生徒数の減少が見込まれる学校について、適正化を検討する。

このことにより、次の中学校の適正化を検討するため、現状、今後の生徒数の推移、地域の実情等を勘案し、近接中学校等との統合についての協議を行う。
· 御庄中学校　・本郷中学校　・美川中学校
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３　適正化に向けての方策


学校の適正化を図る場合、次の事項に基づき実施するものとする。


⑴　通学区域の見直し


⑵　学校の統合


　⑶　適正化計画の策定


　　現在のインフラ整備、将来的な都市計画、全市的な学校の設置状況を基に適正化計画を策定するものとする。


　なお、法令等の改正や社会情勢等の変化に応じて、適時、基本方針及び適正化計画の見直しを行うものとする。














２　学校配置計画の検討指針





⑵　学校の適正な配置


学校の配置については、長期的に適正な学校規模を確保するとともに、全市的な学校設置状況や地理的状況を考慮した適正な配置とする。



































３　学校配置計画の進め方





学校配置検討協議会


・統合対象校の確定（実施の有無）


・統合時期の設定


・通学区域・方法の設定


・ＰＴＡ・自治会等の住民意見同意





・市長


・教育委員会





学校づくり検討協議会


（具体的方策について検討）
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